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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第50期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であるため記載しておりません。 

４ 第50期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定に当たり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号 平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

５ 第51期第１四半期連結累計期間より、潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額の算定に当たり、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成22年６月30日)及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日)を適用しておりま

す。当該会計方針の変更は遡及適用され、第50期第１四半期連結累計期間及び第50期連結会計年度の潜在株式

調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について遡及処理しております。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容

に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社の異動につきましては、当第１四半期連結累計期間より、喜志高松貿易(杭州)有

限公司を新たに設立したため、連結の範囲に含めております。 

この結果、平成23年６月30日現在では、当社グループは、連結子会社４社、持分法適用関連会社２社、

非持分法適用関連会社１社により構成されることとなりました。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 

第50期 

第１四半期 

連結累計期間 

第51期 

第１四半期 

連結累計期間 

第50期 

会計期間 
自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日 

自 平成23年４月１日 

至 平成23年６月30日 

自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日 

売上高 (百万円) 2,085 2,871 10,949 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △176 49 132 

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失(△) 

(百万円) △74 26 334 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △84 44 292 

純資産額 (百万円) 7,766 8,144 8,129 

総資産額 (百万円) 12,082 14,252 14,343 

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は四半期純損失金額(△) 

(円) △6.93 2.51 31.20 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― 2.50 31.16 

自己資本比率 (％) 63.8 56.7 56.2 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響や電力不足問題などの不透明

な要素がありながらも、生産活動が回復に向かい、緩やかながらも改善してきました。 

工作機械業界におきましては、アジアを中心とする外需が堅調に回復を続けている中で、内需も緩や

かに回復してきたことで、平成23年６月の業界受注総額では1,286億円を記録し、リーマンショック前

の水準まで達しました。 

このような状況の中で、当社グループの当第１四半期連結累計期間の連結売上高は28億71百万円と、

前年同期に比べ７億85百万円(37.7％増)の増収となり、営業利益は36百万円(前年同期は２億円の営業

損失)、経常利益は49百万円(前年同期は１億76百万円の経常損失)、四半期純利益は26百万円(前年同期

は74百万円の四半期純損失)となりました。 

  

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

工作機械事業 

工作機械事業におきまして、当社グループの生産及び受注状況に対する東日本大震災の影響は極め

て軽微におさまりました。また、被災されたユーザに対しましては、復興支援を行うとともに、情報

収集に努めてきました。 

海外では、堅調に需要が増加しておりますので、当社グループでも市場シェア拡大のために受注確

保をはかってきました。アジアの中でもタイ市場では、自動車関連ユーザに高い需要がありましたの

で、プライベート・ショーを開催するなど現地連結子会社と連携した営業活動を推進し、需要取り込

みに注力してきました。欧米市場でも需要が回復し、前年同期を上回る受注を獲得することができま

した。 

中国市場では、工作機械需要が今後も高まっていくと見込めますので、営業体制の強化をはかり、

新設した喜志高松貿易(杭州)有限公司による営業活動をより活発に行うとともに、新規ディーラ開拓

を推進してきました。また、CIMT2011(北京)に出展し、製品及び技術のアピールを行いました。 

研究開発におきましても、ユーザニーズが高まっている複合加工機の開発を進めてきました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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この結果、受注高が堅調に推移し、当第１四半期連結累計期間における工作機械受注高は、30億18

百万円(前年同期比73.8％増)となり、工作機械受注残高は48億76百万円(同97.9％増)となりました。

売上高におきましては、25億60百万円(同41.3％増)となり、その内訳は、内需12億98百万円(同

4.9％増)、外需12億62百万円(同119.8％増)、外需比率49.3％であります。また、営業利益は15百万

円(前年同期は２億２百万円の営業損失)となりました。 

  

IT関連製造装置事業 

IT関連製造装置事業におきましては、半導体向け製造装置の旺盛な需要を受け、売上高が堅調に推

移してきました。また、新たな受注確保に向けた営業活動を推進してきました。 

この結果、売上高は２億28百万円(前年同期比48.8％増)となり、営業利益は26百万円(同382.0％

増)となりました。 

  

自動車部品加工事業 

自動車部品加工事業におきましては、震災により自動車メーカーの工場が稼働停止となったことか

ら、生産量が減少しましたが、当第１四半期連結累計期間中に徐々に回復してきました。また、新た

な受注確保に向けて積極的な営業活動を継続的に行ってきました。 

この結果、売上高は81百万円(前年同期比31.7％減)となり、営業損失は６百万円(前年同期は３百

万円の営業損失)となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

① 資産 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、0.2％減少し、87億５百万円となりました。これは主と

して、現金及び預金の減少、受取手形及び売掛金の増加等によるものであります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて、1.3％減少し、55億47百万円となりました。これは主と

して、有形固定資産の減価償却等によるものであります。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、0.6％減少し、142億52百万円となりました。 

  

② 負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、1.9％減少し、45億２百万円となりました。これは主と

して、短期借入金や賞与引当金の減少、未払費用の増加等によるものであります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて、1.0％減少し、16億５百万円となりました。これは主と

して、長期借入金の減少等によるものであります。 

この結果、負債は、前連結会計年度末に比べて、1.7％減少し、61億８百万円となりました。 

  

③ 純資産 

純資産は、前連結会計年度末に比べて、0.2％増加し、81億44百万円となりました。これは主とし

て、その他の包括利益累計額の増加等によるものであります。 
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりです。 

当社は、平成20年５月９日開催の取締役会において、「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者の在り方に関する基本方針」(以下、「会社の支配に関する基本方針」といいます)を決定しました。

Ⅰ．会社の支配に関する基本方針の内容 

当社は、株式公開会社として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の者による当

社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の

大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。 

しかしながら、近年わが国の資本市場においては、株主に買収内容を判断するために必要な合理

的な情報・期間を十分に与えることなく、一方的に大規模買付行為を強行する動きが顕在化してお

り、これら大規模買付提案の中には、濫用目的によるものや、株主に株式の売却を事実上強要する

おそれのあるもの等、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのあるものも散見されま

す。 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、当

社の企業価値の源泉、当社のステークホルダーとの信頼関係を理解したうえで、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えております。 

従いまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提

案、又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不

適切であり、そのような提案に対して、当社取締役会は株主の皆様から負託された者の責務とし

て、株主の皆様の判断のために必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを

行う必要があると考えています。 

  
Ⅱ．会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組み 

当社は、昭和23年に織機メーカーの下請けとして個人創業後、工作機械の自社ブランド製品を開

発したことで工作機械事業に進出し、昭和36年に会社を設立して以降、工作機械及び周辺装置の製

造・販売を主要な事業として発展してきました。 

当社の経営理念は、『高松機械は「社会に貢献」する。お客様には、安全でメリットのある商品

を 従業員には、生活の安定と希望を 株主には、適切な配当を 提供すると共に、協力企業とも

共存共栄の精神をもって、社会の発展に積極的に貢献する。』であります。この経営理念と、「お

客様に稼ぐ機械を提供する」ことをモットーとして、これまで成長を続けてきました。 

機械単体の標準機を販売するのではなく、お客様のニーズに細かく対応し、当社からも適切な加

工方法などの提案を行うことで、コストパフォーマンスや使い勝手に優れた自動化された製品群を

お客様に提供し続けることが当社の企業価値の源泉であると考えており、そのためのたゆまぬ努力

を継続しています。 

また、企業体質の強化をはかるため、これまで工作機械事業で培ってきたノウハウを活かした事

業の多角化として、液晶や半導体関連の製造装置の一部を製造するIT関連製造装置事業、自社製品

で構築された自動化ラインによって部品加工を行う自動車部品加工事業を展開しており、受注・生

産・販売を積極的に行うことで、事業の安定と事業規模の拡大を推進し、企業価値の向上をはかっ

ています。 
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Ⅲ．会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が決定さ

れることを防止するための取り組み 

近年わが国においては、会社の経営陣との間で、十分な協議又は合意のプロセスを経ることな

く、一方的に大規模買付行為を強行するといった動きが顕在化しております。 

もとより、大規模買付行為に応じて当社株式等を売却するか否かは、最終的には株主の皆様のご

判断に委ねられるべきものであります。しかしながら、大規模買付者による大規模買付行為の是非

を株主の皆様に短期間のうちに適切に判断していただくためには、大規模買付者と取締役会の双方

から必要かつ十分な情報が提供されることが不可欠であり、当社株式を継続保有することを考える

株主の皆様にとっても、大規模買付者の提案(経営方針、事業計画等)は、その継続保有の是非を検

討する上で重要な判断材料となります。 

また、当社取締役会が当該大規模買付行為についてどのような意見を有しているのか、大規模買

付者の提案と比べて当社の企業価値ひいては株主共同の利益を高める代替案があるのか否かという

点も、株主の皆様にとっては重要な判断材料となります。 

このようなことを踏まえ、当社取締役会では、大規模買付行為に際しては、まず、大規模買付者

が事前に株主の皆様の判断のために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報を提供すべきであ

るという結論に至りました。 

当社取締役会も、かかる情報が提供された後、大規模買付行為に対する検討を速やかに開始し、

当社取締役会としての意見を公表します。また、大規模買付者が行った提案内容の改善についての

交渉や当社取締役会としての株主の皆様に対する代替案の提示を行うこともあります。 

かかるプロセスを経ることにより、株主の皆様は、当社取締役会の意見を参考にしつつ、大規模

買付者の提案に対する諾否、あるいは当社取締役会から提示した代替案がある場合には、大規模買

付者の提案と当該代替案との優劣を比較検討することが可能となり、大規模買付者の提案に対する

最終的な諾否を適切に決定するために必要かつ十分な情報の確保と検討の機会が得られることとな

ります。 

以上のことから、当社取締役会は、大規模買付行為が一定の合理的なルールに従って行われるこ

とが、不適切な買収を防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するもの

と考え、当社株式等の大規模買付行為に関するルールを設定するとともに、「当社株式等の大規模

買付行為に関する対応策」(以下、「本プラン」といいます)の継続を第50回定時株主総会(平成23

年６月27日開催)に議案として上程し、株主の皆様のご承認をいただきましたので発効しました。 

なお、詳細につきましては、当社ホームページに掲載の平成23年５月10日付プレスリリース「当

社株式等の大規模買付行為に関する対応策(買収防衛策)の継続について」をご参照下さい

(http://www.takamaz.co.jp/5ir/gazou/110510-2.pdf)。 
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Ⅳ．本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致

し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて 

１．買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利

益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める３原則(①企業価値・株主共同の

利益の確保・向上、②事前開示・株主意思、③必要性・相当性)に沿うものであります。また、

本プランは企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収

防衛策の在り方」にも適合するものであります。 

  
２．当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を目的としていること 

本プランは、大規模買付者に対し、事前に当該大規模買付行為に関する情報の提供及び評価・

検討等を行う期間の確保を求めることにより、株主の皆様が当該大規模買付行為に応じるべきか

否かを適切に判断すること、当社取締役会が代替案等を提示すること、又は大規模買付者と交渉

を行うこと等を可能とし、もって当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を目的と

しております。 

  
３．合理的な客観的発動要件の設定 

本プランにおける対抗措置は、あらかじめ定められた合理的かつ客観的な発動要件が充足され

なければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するため

の仕組みを確保しております。 

  
４．株主意思を尊重するものであること 

本プランは、第50回定時株主総会における株主の皆様の承認をもって導入されました。また、

株主総会における本プラン廃止の通常決議を通じて本プランを廃止することが可能です。この点

においても株主の皆様の意思が反映されることとなっております。 

  
５．独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

当社は、本プランの必要性及び相当性を確保し、経営者の自己保身のために本プランが濫用さ

れることを防止するために、第三者委員会を設置し、当社取締役会が本プランに基づく対抗措置

の発動を判断するにあたっては、取締役会の恣意的判断を排除するために、第三者委員会の勧告

を最大限尊重した上で、その決議を行うこととしております。 

また、その判断の概要については、株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企

業価値・株主共同の利益に適うように本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されていま

す。 

  
６．デッドハンド型及びスローハンド型の買収防衛策でないこと 

本プランは、当社の株主総会における普通決議で廃止することができるため、デッドハンド型

の買収防衛策ではありません。また、当社は取締役の期差選任を行っていないため、スローハン

ド型の買収防衛策でもありません。 

  
(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、27百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  
(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 30,000,000 

計 30,000,000 

種類 
第１四半期会計期間末 

(平成23年６月30日) 
現在発行数(株)

提出日現在 

(平成23年８月11日) 
発行数(株)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式 11,020,000 11,020,000 
東京証券取引所 
(市場第二部) 

単元株式数は100株であります。

計 11,020,000 11,020,000 ― ― 

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金 
増減額 
(百万円) 

資本金 
残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成23年６月30日 ─ 11,020,000 ― 1,835 ― 1,776 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 平成23年６月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

 平成23年６月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等)  ― ― ― 

議決権制限株式(その他)  ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

― ― 
普通株式 302,100

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,715,800 107,158 ― 

単元未満株式 普通株式 2,100 ― ― 

発行済株式総数 11,020,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 107,158 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

割合(％) 

(自己保有株式) 
石川県白山市旭丘１－８ 302,100 ― 302,100 2.74 

高松機械工業株式会社 

計 ― 302,100 ― 302,100 2.74 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  
  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月

１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けてお

ります。 

  

― 10 ―



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,418 2,021

受取手形及び売掛金 4,299 4,547

商品及び製品 244 239

仕掛品 670 846

原材料及び貯蔵品 700 677

その他 392 378

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 8,721 8,705

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,029 1,010

土地 2,332 2,332

その他（純額） 1,054 999

有形固定資産合計 4,415 4,342

無形固定資産 31 28

投資その他の資産   

その他 1,175 1,176

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,174 1,175

固定資産合計 5,621 5,547

資産合計 14,343 14,252
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,033 3,089

短期借入金 1,129 929

未払法人税等 33 24

賞与引当金 128 53

役員賞与引当金 20 5

製品保証引当金 23 27

その他 222 372

流動負債合計 4,591 4,502

固定負債   

長期借入金 867 842

退職給付引当金 482 489

役員退職慰労引当金 253 251

その他 18 22

固定負債合計 1,622 1,605

負債合計 6,214 6,108

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,835 1,835

資本剰余金 1,833 1,833

利益剰余金 4,518 4,513

自己株式 △121 △121

株主資本合計 8,065 8,060

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 37 41

繰延ヘッジ損益 － △0

為替換算調整勘定 △37 △24

その他の包括利益累計額合計 △0 17

新株予約権 64 66

少数株主持分 0 0

純資産合計 8,129 8,144

負債純資産合計 14,343 14,252
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 2,085 2,871

売上原価 1,749 2,240

売上総利益 335 630

販売費及び一般管理費 536 594

営業利益又は営業損失（△） △200 36

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 1 2

助成金収入 7 －

再生物売却収入 2 3

持分法による投資利益 1 6

その他 14 5

営業外収益合計 28 18

営業外費用   

支払利息 1 4

為替差損 － 1

保険解約損 2 －

その他 0 0

営業外費用合計 4 5

経常利益又は経常損失（△） △176 49

特別損失   

固定資産除却損 － 0

特別損失合計 － 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△176 49

法人税、住民税及び事業税 6 7

法人税等調整額 △108 14

法人税等合計 △102 22

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△74 26

少数株主利益 0 0

四半期純利益又は四半期純損失（△） △74 26
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△74 26

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △12 4

繰延ヘッジ損益 － △0

為替換算調整勘定 0 6

持分法適用会社に対する持分相当額 1 7

その他の包括利益合計 △10 17

四半期包括利益 △84 44

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △85 44

少数株主に係る四半期包括利益 0 0
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

 
  

【追加情報】 

 
  

【注記事項】 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む)

及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

  

 
  

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

(連結の範囲の重要な変更)  

 当第１四半期連結会計期間より、喜志高松貿易(杭州)有限公司を新たに設立したため、連結の範囲に含めており
ます。 

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用) 

  当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しております。 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日
 至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成23年４月１日
 至  平成23年６月30日)

減価償却費 84百万円 90百万円 

のれんの償却額 ２百万円 ２百万円
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(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

１ 配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３ 株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 

１ 配当金支払額 

 
  

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３ 株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 32 ３ 平成23年３月31日 平成23年６月28日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円) 

 
(注)１ 売上高の調整額△６百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

２ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と一致しております。 

  

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円) 

 
(注)１ 売上高の調整額△７百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

２ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注２) 

工作機械事業 IT関連製造
装置事業 

自動車部品
加工事業 

計

売上高   

  外部顧客への売上高 1,811 153 119 2,085 ― 2,085 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

６ ― ― ６ △６ ―

計 1,818 153 119 2,091 △６ 2,085 

セグメント利益又は損失(△) △202 ５ △３ △200 ― △200

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注２) 

工作機械事業 IT関連製造
装置事業 

自動車部品
加工事業 

計

売上高   

  外部顧客への売上高 2,560 228 81 2,871 ― 2,871 

  セグメント間の内部売上高 
 又は振替高 

７ ― ― ７ △７ ―

計 2,568 228 81 2,879 △７ 2,871 

セグメント利益又は損失(△) 15 26 △６ 36 ― 36 
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(金融商品関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(有価証券関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

 
(注) 前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

  
(会計方針の変更) 
 当第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号
平成22年６月30日)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針
第４号 平成22年６月30日)を適用しております。  
 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に当たり、一定期間の勤務後に権利が確定するス
トック・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・
オプションの公正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更してお
ります。  
 なお、前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当
たり四半期純損失であるため影響はありません。  

項目
前第１四半期連結累計期間 

  至  平成22年６月30日) 
(自 平成22年４月１日

当第１四半期連結累計期間 

  至  平成23年６月30日) 
(自  平成23年４月１日

(1) １株当たり四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額(△) 

△６円93銭 ２円51銭

(算定上の基礎) 

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△) 
(百万円) 

△74 26 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額(△)(百万円) 

△74 26 

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,718 10,717 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― ２円50銭

(算定上の基礎) 

四半期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) ― 52 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要 

― ―
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成23年８月10日

高松機械工業株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている高

松機械工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期
間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成
23年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。  
  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。  
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  
  

監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、高松機械工業株式会社及び連結子会社の平
成23年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士   坂  下  清  司 ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士   藤  田  利  弘 ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 北陸財務局長  

【提出日】 平成23年８月11日 

【会社名】 高松機械工業株式会社 

【英訳名】 TAKAMATSU MACHINERY CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長   髙 松 喜与志 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 石川県白山市旭丘１丁目８番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長髙松喜与志は、当社の第51期第１四半期(自 平成23年４月１日 至 平成23年６

月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたし

ました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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